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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤのゴム層の形成方法であって、
　未加硫ゴムからなる線状または帯状の連続体を、少なくともビード部間のタイヤ外周側
に架け渡されたＵ字状または環状の経路部を有するガイド装置を用いて、前記経路部に沿
って移動可能なガイド部によりガイドしつつ、
　ゴム層の被形成面が設けられた環状中子を、前記ガイド装置に対してタイヤ回転方向に
相対移動させて、
　前記連続体を前記ゴム層の被形成面上に押し付けながらタイヤ周方向に沿ってらせん状
に巻き付ける工程を備えるゴム層の形成方法。
【請求項２】
　１列又は複数列のコード材を未加硫ゴムで被覆した線状または帯状のベルト用連続体を
、前記ガイド装置を用いて前記ガイド部によりガイドしつつ、
　略カーカス層の外面形状を呈するベルト層の被形成面が設けられた環状中子を、前記ガ
イド装置に対してタイヤ回転方向に相対移動させて、
　前記ベルト用連続体を前記ベルト層の被形成面上に押し付けながらタイヤ周方向に対し
て所定角度に傾斜して巻き付ける工程と、
　前記巻き付け以前にまたは前記巻き付け以降に、前記ベルト用連続体を所定の長さに切
断する工程と、を備えるベルト層の形成工程と、
　請求項１記載のゴム層の形成工程とを備えるタイヤの製造方法。
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【請求項３】
　請求項１記載のゴム層の形成工程を備えるタイヤの製造方法。
【請求項４】
　１列又は複数列のカーカス用コード材を未加硫ゴムで被覆した線状又は帯状のカーカス
用連続体を、カーカス層の被形成面が設けられた環状中子に対して、前記カーカス用コー
ド材が略タイヤ半径方向に配置されるように、ビード部間のタイヤ外周側とタイヤ内周側
とを順次経由して繰り返し巻き付けた後、ビード部間のタイヤ内周側の前記カーカス用連
続体をカーカス層の折り返し部を残して切断し、次いで、前記切断前または前記切断後に
配置したビード材に対して前記折り返し部をタイヤ外側に折り返すカーカス層の形成工程
と、
　請求項１記載のゴム層の形成工程とを備えるタイヤの製造方法。
【請求項５】
　前記ガイド装置が有する前記経路部が環状を呈するとともに、前記カーカス層の形成工
程において、前記カーカス用連続体をその経路部に沿ってガイドしつつ、前記環状中子を
前記ガイド装置に対してタイヤ回転方向に相対移動させることで、前記カーカス用連続体
の巻き付けを行う請求項４記載のタイヤの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、未加硫ゴムの連続体を巻き付けてタイヤのゴム層を形成するゴム層の形成方
法と、その方法を利用したタイヤの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、空気入りタイヤは一般的に次のようにして製造されていた。まず、インナーライ
ナやカーカス、サイドウォールなどを構成するゴム部材の断面形状に見合った口金をそれ
ぞれ用意し、その口金を介して押出成形したゴム部材を定寸にカットして所望のゴム部材
を調製する。次に、各ゴム部材をドラム外周面にセットして円筒状の成形体を作製する。
その成形体にブラダーと呼ばれるゴムバッグを用いて内圧をかけ、略タイヤ寸法まで膨ら
ませてから、ベルト部材及びトレッド部材を貼り合わせて未加硫ゴムからなる生タイヤを
成形する。その後、加硫装置のモールド（外型）内に生タイヤをセットし、タイヤ内部か
ら加圧しながら加熱・加硫させ、必要により内圧を維持したまま冷却して製品タイヤを製
造する。
【０００３】
　しかしながら、インナーライナやサイドウォールなどを構成するゴム部材は、タイヤの
構造およびサイズの多様化に伴って極めて多数の種類があるため、タイヤの品種に応じた
多量の口金などを用意しなければならず、更にタイヤの品種替えの度に口金の交換や調整
作業が必要とされ、多品種少量生産には不適であった。また、ゴム部材をドラム上に慎重
に位置決めしてセットする作業や、円筒状の成形体を膨らませる作業を必要とし、生産性
を阻害していた。更に、円筒状の成形体を膨らませる際、タイヤ赤道線付近の領域は膨張
率が大きくなるため、ゴム部材の当該領域は予め厚く形成されているとともに、その膨張
は空気圧によるものであるため、タイヤの均一性（ユニフォミティ）を損なう場合があっ
た。加えて、ベルト部材は、例えば、下記特許文献１に記載の装置によりシート状物に形
成されるが、そのようなシート状物の製造には、大規模なカレンダー設備や裁断設備が必
要であった。
【０００４】
　これに対して、カーカス層の外周にベルト層を配したタイヤケーシングを成形し、その
外周面にゴムストリップを巻き付けることによってトレッド層を形成する空気入りタイヤ
の製造方法が下記特許文献２に開示されている。当該方法によれば、タイヤ品種ごとにト
レッド部材を調製する必要が無く、多品種少量生産に適している。しかしながら、上記タ
イヤケーシング自体は従来の方法によって形成されるものであり、インナーライナ層やサ
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イドウォール層などの形成に関しては上記の欠点を有している。
【０００５】
　一方、剛性コアにゴムストリップを巻き付けることで、ゴム製品を形成する方法が下記
特許文献３に開示されている。当該文献には、出口開口部（オリフィス）を有する押出機
の並進運動および揺動運動と、前記オリフィスの回転（自転）運動により、ビード部間の
タイヤ外周側にわたるゴムストリップの巻き付けを可能とし、更に、剛性コアの一定の回
転角度に対して、一定の半径上に一定量のゴム量を送りだすことで、所望形状のゴム製品
を形成することが開示されている。しかしながら、当該技術は、一般に重量物である押出
機を巻き付け動作に伴って運動させるものであるため、比較的大規模な設備が必要となる
。また、ビード部周りにゴムを配置する際、剛性コアの回転に加えて、押出機の揺動およ
び並進、オリフィスの回転（自転）という運動が必要となるため、形成動作が複雑になり
制御が比較的困難になる。
【特許文献１】特開平１１－１６５３６０号公報
【特許文献２】特開平１０－１９３４７５号公報
【特許文献３】特開昭６３－８９３３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、本発明の目的は、形成動作が単純で制御が比較的容易であり、生産性が高くて
多品種少量生産に適し、しかもタイヤの構造的な制限が少なく、ユニフォミティに優れた
タイヤのゴム層の形成方法、その方法を利用したタイヤの製造方法を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的は、下記の如き本発明により達成できる。即ち、本発明に係るゴム層の形成方
法は、タイヤを構成するゴム層の形成方法であって、未加硫ゴムからなる線状または帯状
の連続体を、少なくともビード部間のタイヤ外周側に架け渡されたＵ字状または環状の経
路部を有するガイド装置を用いて、前記経路部に沿って移動可能なガイド部によりガイド
しつつ、ゴム層の被形成面が設けられた環状中子を、前記ガイド装置に対してタイヤ回転
方向に相対移動させて、前記連続体を前記ゴム層の被形成面上に押し付けながらタイヤ周
方向に沿ってらせん状に巻き付ける工程を備える。
【０００８】
　本発明のゴム層の形成方法によると、連続体をビード部間のタイヤ外周側に架け渡され
た経路部に沿ってガイドしつつ、その経路部を有するガイド装置に対して環状中子をタイ
ヤ回転方向に相対移動させて、その連続体をゴム層の被形成面上に押し付けながら巻き付
けるため、形成動作が単純で制御が容易となり、制御動作の高速化により生産性を高める
ことができる。また、設備の小型化が可能で取り扱いが容易となり、しかも連続体をタイ
ヤ周方向に沿ってらせん状に巻き付けるため、上記形成動作の制御によりタイヤの品種に
応じたゴム層を適宜に形成することができ、多品種少量生産に対応し、製品タイヤの構造
的な制限が少ないゴム層の形成方法を提供することができる。ゴム層の厚みは、任意に制
御することができ、優れたユニフォミティが得られる。ガイド装置の経路部は、少なくと
もビード部間のタイヤ外周側に架け渡されており、踏面部に配されるトレッド層だけでな
く、タイヤサイドに配されるインナーライナ層やサイドウォール層、ビード部付近のリム
ストリップ層などであっても、連続体をガイドして各ゴム層を効果的に形成することがで
きる。なお、「層」とは、タイヤ成形体において、インナーライナ部などの各部を構成す
る構成材を指し、「部材」とは、タイヤ成形前において各部を構成する構成材を指すもの
として用いられるが、本発明に係る方法では、形成した「部材」がそのままタイヤの「層
」になり得るものであるため、形成物を「層」と呼んでいる。
【０００９】
　また、本発明に係るタイヤの製造方法は、１列又は複数列のコード材を未加硫ゴムで被
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覆した線状または帯状のベルト用連続体を、前記ガイド装置を用いて前記ガイド部により
ガイドしつつ、略カーカス層の外面形状を呈するベルト層の被形成面が設けられた環状中
子を、前記ガイド装置に対してタイヤ回転方向に相対移動させて、前記ベルト用連続体を
前記ベルト層の被形成面上に押し付けながらタイヤ周方向に対して所定角度に傾斜して巻
き付ける工程と、前記巻き付け以前にまたは前記巻き付け以降に、前記ベルト用連続体を
所定の長さに切断する工程と、を備えるベルト層の形成工程と、上記のゴム層の形成工程
とを備える。
【００１０】
　本発明のタイヤの製造方法は、その主構成が前記ゴム層の形成方法と共通するため、上
述の作用効果が奏される。即ち、形成動作が単純で制御が容易となり、制御動作の高速化
により生産性を高めることができる。しかも、設備の小型化が可能で取り扱いが容易とな
る。また、環状中子のタイヤ回転方向への相対移動との関係において、ベルト用連続体の
経路部に沿ったガイドを制御することにより、そのベルト用連続体をタイヤ周方向に対し
て任意の角度に傾斜させて巻き付けることができる。その際、ベルト用連続体を巻き付け
以前にまたは巻き付け以降に所定の長さに切断することで、続けてベルト用連続体を巻き
付けることができ、上記工程を繰返してベルト用連続体を並設することで、ベルト層を好
適に形成することができる。
【００１２】
　タイヤの製造方法が、上記ゴム層の形成工程を備えることにより、上記の作用効果を奏
するタイヤの製造方法を提供することができる。即ち、形成動作が単純で制御が容易とな
り、制御動作の高速化により生産性を高めることができる。しかも、多品種少量生産に適
し、製品タイヤの構造的な制限が少なく、優れたユニフォミティが得られる。また、上記
ゴム層の形成工程とベルト層の形成工程は類似の機構で行うことができるため、例えば、
ベルト層とサイドウォール層との形成を同じ装置や連続工程により行うことが可能となり
、より生産性を高めることができる。
【００１３】
　また、本発明に係るタイヤの製造方法は、１ 列又は複数列のカーカス用コード材を未
加硫ゴムで被覆した線状又は帯状のカーカス用連続体を、カーカス層の被形成面が設けら
れた環状中子に対して、前記カーカス用コード材が略タイヤ半径方向に配置されるように
、ビード部間のタイヤ外周側とタイヤ内周側とを順次経由して繰り返し巻き付けた後、ビ
ード部間のタイヤ内周側の前記カーカス用連続体をカーカス層の折り返し部を残して切断
し、次いで、前記切断前または前記切断後に配置したビード材に対して前記折り返し部を
タイヤ外側に折り返すカーカス層の形成工程と、上記のゴム層の形成工程とを備える。
【００１４】
　これにより、例えば、上述のゴム層の形成工程によりインナーライナ層を形成した後、
そのインナーライナ層の外面をカーカス層の被形成面として、連続的にカーカス層を形成
することができる。更に、形成したカーカス層の外面を、サイドウォール層またはベルト
層の被形成面として、上述のゴム層の形成工程によりサイドウォール層を形成したり、上
述のベルト層の形成工程によりベルト層を形成したりすることができる。従って、連続工
程により生タイヤを形成することができ、効率的にタイヤを製造することができる。なお
、上記カーカス層の形成工程によれば、形成動作が単純で制御が容易となり、制御動作の
高速化により生産性を高めることができる。また、設備の小型化が可能で取り扱いが容易
となる。更に、タイヤの品種に応じて巻き付け動作の変更の必要性が少なく、多品種生産
に対応し易い。しかも、ビード部間のタイヤ内周側のカーカス用連続体をカーカス層の折
り返し部を残して切断するため、ビード材で巻き返されるカーカス層を十分長くすること
ができる。
【００１５】
　上記において、前記ガイド装置が有する前記経路部が環状を呈するとともに、前記カー
カス層の形成工程において、前記カーカス用連続体をその経路部に沿ってガイドしつつ、
前記環状中子を前記ガイド装置に対してタイヤ回転方向に相対移動させることで、前記カ
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ーカス用連続体の巻き付けを行うものが好ましい。
【００１６】
　カーカス層を形成する際、カーカス用連続体を上述したガイド装置が有する経路部に沿
ってガイドしながら環状中子に巻き付けるように構成することで、同じ装置を用いて連続
工程により生タイヤを形成することができ、より効率的にタイヤを製造することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００１８】
　［第１実施形態］
　図１は、タイヤの子午線断面図の一例である。タイヤＴは、一対のビード部１を備え、
そのビード部１間にタイヤ半径方向にコード材が配列されたカーカス層７が架け渡される
ように配される。カーカス層７の端部は、ビードワイヤ９において内側から外側に向けて
折り返され、この折返し部に挟まれるようにビードフィラー層６が配される。ビード部１
の外側にはリムストリップ層４が配されるとともに、そこから各々タイヤ径方向外側に延
びるサイドウォール層３が配される。カーカス層７のすぐ外周側にはコード材が所定の角
度に配列されたベルト層８が配され、更にその外周側にはトレッド層２が配される。また
、カーカス層７の内周側にはインナーライナ層５が配される。第１実施形態では、インナ
ーライナ層５を形成する方法について説明する。
【００１９】
　本実施形態では、インナーライナ層５は、図２～図４に示すように、ゴムリボン１１（
前記連続体に相当する。）を送り出すボビン１０がセットされたガイド部１５を、ガイド
装置１７の経路部１６に沿ってガイドしつつ、環状中子１４をタイヤ回転方向Ｒに移動さ
せて、ゴムリボン１１をタイヤ周方向に順次巻き付けることで形成される。
【００２０】
　ゴムリボン１１は未加硫ゴムからなり、インナーライナ層５の形成に使用する未加硫ゴ
ムであれば、カーカス層７との接着性等を考慮した材料が適宜選択される。ゴムリボン１
１の幅寸法は、形成するゴム層の品種によって適宜選択されるが、５～３０ｍｍであるも
のが好ましく、特に５～２０ｍｍが好ましい。ゴムリボン１１の幅寸法が５ｍｍ未満であ
ると、巻き付け回数が多くなり過ぎ、生産効率が低下するため好ましくない。一方、３０
ｍｍを超えると形成精度が低下するため好ましくない。なお、インナーライナ層５を形成
する場合、接合代（重なり部分）を考慮して比較的幅が広いものを使用するのが好ましい
。そして、隣接するゴムリボン１１同士の接合を確実にするために、例えば、断面が平行
四辺形や三日月形を呈するような、傾斜した端面を有する形状が好ましい。
【００２１】
　このようなゴムリボン１１は、例えば、図５に示すような装置で製造することができる
。この装置によれば、押出機２２にて混練押し出しされた未加硫ゴムが、押出ヘッド２３
を介して帯状（リボン状）に押出成形される。帯状に押出されたゴムリボン１１は、巻取
りモータ２４の駆動軸にセットされたボビン１０にセパレータ１３と共に巻き取られる。
その際、セパレータ１３はセパレータリール２５から供給される。なお、セパレータ１３
を介在させるのは、ゴムリボン１１がボビン１０から好適に送り出されるようにするため
であり、ゴムリボン１１同士の粘着力が大きい場合に有用である。ボビン１０には、１本
のタイヤにおける所望のゴム層に要する量のゴムリボン１１を巻いておくのが好ましいが
、その量が不足する場合には、複数のボビン１０を順次使用して巻き付けを行えばよい。
【００２２】
　このように、本発明で使用するゴムリボン１１は、比較的小規模な装置で製造すること
ができ、しかも、タイヤ品種毎にゴムリボン１１の形状や大きさを変化させる必要性が小
さいため、多品種少量生産に対応し易くなる。
【００２３】
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　上記のゴムリボン１１は、環状中子１４に設けられるゴム層の被形成面１８に巻き付け
られる。ここで、環状中子１４の表面は略タイヤＴの内面形状を呈するものが好ましい。
これにより、環状中子１４の表面をインナーライナ層５の被形成面１８とすることができ
る。また、本発明に係る方法で形成したインナーライナ層５の外周側には、後述する方法
でカーカス層７やベルト層８を順次形成することができ、それらの外面をサイドウォール
層３やトレッド層２などの被形成面とすることができる。つまり、本発明では、タイヤ内
周側からゴム層を順次形成することが可能であるため、形成されたゴム層の外面がその外
周側に配されるゴム層の被形成面となり得る。これにより、未加硫ゴムからなる生タイヤ
を一連の工程において製造することができる。
【００２４】
　環状中子１４は、不図示の駆動装置によりタイヤ回転方向Ｒに移動可能に構成されてい
る。また、環状中子１４は、形成後のゴム層または生タイヤの取り出しが容易なように、
境界部１４ａにて連結と分割が自在に行えるように構成されている。境界部１４ａでの連
結構造は、従来公知の連結手段（例えば嵌合部とロック機構の組合せ）のいずれでもよい
。
【００２５】
　ガイド装置１５は、少なくともビード部１間のタイヤ外周側ＴＯに架け渡された経路部
１６と、経路部１６に沿って移動可能なガイド部１７とを備え、経路部１６は不図示の部
材により支持されている。図２および図３に示すように、本実施形態の経路部１６は環状
体であるとともに、その経路部１６は環状中子１４と互いに中空部分を貫通し合うように
配置されている。ここで、経路部１６は、ビード部１間のタイヤ外周側ＴＯに架け渡され
たＵ字状であってもよいが、本実施形態のように環状であることが好ましい。これにより
、ガイド部１７の移動の自由度が大きくなるとともに、後述するようなカーカス層７の形
成が可能となる。なお、経路部１６の形状は、円周または曲線の繋がった形状に限らず、
一部に直線を含む形状でもよい。
【００２６】
　ガイド装置１５の経路部１６は、境界部１６ａにて連結と分割が自在に行えるように構
成されている。その部分で経路部１６を分割した状態で、環状中子１４の一端を挿通する
ことにより、環状中子１４の胴部周り、即ち、ゴム層の被形成面１８の周りに経路部１６
を配置することができる。形成後のゴム層または生タイヤを取り外す際にも、同様に経路
部１６の分割を行えばよい。なお、境界部１６ａでの連結構造は、従来公知の連結手段の
いずれでもよい。
【００２７】
　図６に示すように、経路部１６は、内周側に開口部２６を有し、開口部２６にセットさ
れたガイド部１７を円滑に移動させるレールの役割を果たす。経路部１６の開口部２６内
には、全周にわたってラック２７が形成されており、ガイド部１７が備えるモータ２９の
駆動軸に設けられたピニオンギヤ２８の回転によって、ガイド部１７の経路部１６に沿っ
た移動が行われる。ガイド部１７が備える支持ローラ３０ａは、経路部１６に対してその
内側からタイヤ径方向に当接し、更に、支持ローラ３０ｂは経路部１６に対してその内側
からタイヤ周方向に当接する。これらにより、ガイド部１７が経路部１６に沿ってビード
部１間のタイヤ外周側ＴＯを移動する際に、ガイド部１７が各方向から好適に支持される
。
【００２８】
　図４に示すように、ガイド部１７の被形成面側にはボビン支持部１９が設けられ、ゴム
リボン１１を送り出すボビン１０と、セパレータ１３を巻き取るためのリール３１とが、
ボビン支持部１９にて支持される。ボビン１０は、ボビン支持部１９に支持される従動軸
３２にセットされる。従動軸３２にはゴムリボン１１にかかる張力を調整するための張力
調整機構を設けるのが好ましい。また、リール３１と従動軸３２との間には、従動軸３２
の回転が伝達されて、リール３１による巻き取りが行えるように、適当な動力伝達機構が
設けられている。
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【００２９】
　ボビン支持部１９の被形成面側には、従動軸３３により軸支された押さえローラ２０が
設けられ、ゴムリボン１１は押さえローラ２０によって押さえ付けられながら被形成面１
８に巻き付けられる。巻き付けの際に押さえローラ２０で被形成面１８に押し付けること
により、タイヤサイドなどへの巻き付けであっても好適に行うことができる。
【００３０】
　押さえローラ２０を軸支する従動軸３３は支持部材３４によって支持されており、支持
部材３４はボビン支持部１９に対してピン３５によって固定されている。このピン３５を
緩ませると、支持部材３４をピン３５を中心に回動することができ、押さえローラ２０と
被形成面１８との間隔を調整することができる。当該間隔は、形成するゴム層の厚みや位
置を考慮して適宜調整することができる。
【００３１】
　上記の装置構成によって、ガイド部１７がゴムリボン１１をガイドしつつ、経路部１６
に沿って移動することにより、ゴムリボン１１をビード部１間のタイヤ外周側ＴＯの範囲
において、押し付けながらタイヤ周方向に巻き付けることができる。その際、ガイド部１
７の移動と環状中子１４の回転とを制御することで、所望形状のゴム部材が得られる。例
えば、インナーライナ層５を形成する場合は、片方のビード部１から他方のビード部１に
わたってガイド部１７を移動させつつ、環状中子１４を回転させる。但し、ゴムリボン１
１をタイヤ周方向に巻き付ける際、巻き付けを開始した位置からタイヤ周方向に一回転し
た位置にかけて、対向する位置よりゴムリボン１１の幅分だけずらした位置に巻き付けを
行う必要がある。
【００３２】
　なお、ゴムリボン１１を巻回したボビン１０を使用せずに、押出機から押し出したゴム
ストリップ（前記連続体に相当する。）を、被形成面に巻き付けるものでも構わない。こ
の場合、図７に示すように、押出機２２から押し出されたゴムストリップ３６はガイドロ
ーラ３７を介してガイド装置３８に送られる。ガイド装置３８のガイド部３９には、図８
に示すように、上述のボビン支持部１９と構成を同じくするローラ支持部４０が設けられ
、ローラ支持部４０には従動ローラ対４１が支持される。ゴムストリップ３６は従動ロー
ラ対４１から、被形成面１８との間隔を調整可能な押さえローラ２０を介して、被形成面
１８に巻き付けられる。未加硫のゴムストリップ３６を用いることにより、形成工程を簡
略化できるとともに、良好な接着性を利用することができる。
【００３３】
　また、図７および図８の装置構成において、押出機２２の位置にゴムリボン１１を巻回
したボビンを設置し、そのボビンから送り出されたゴムリボンをガイド装置３８に送って
、ガイド部３９によってガイドして巻き付ける構成でもよい。
【００３４】
　本発明に係るゴム層の形成方法によれば、インナーライナ層５だけでなく、サイドウォ
ール層３やトレッド層２、ビードフィラー層６、リムストリップ層４などの他のゴム層も
好適に形成することができる。この場合、ゴム層の被形成面１８は、環状中子１４の表面
に直接設けられるものに限らず、先立って環状中子１４に形成されたゴム層やカーカス層
７、ベルト層８などの外面に設けられるものでもよい。
【００３５】
　ベルト層８やカーカス層７は、後述する方法により形成することができ、本発明によれ
ば、生タイヤを同じ装置で連続工程により形成することができる。環状中子１４は、加硫
後に取り出しても構わないが、生タイヤの段階で取り外すのが好ましく、その後、加硫装
置のモールド（外型）内に生タイヤをセットし、タイヤ内部から加圧しながら加熱・加硫
させ、必要により内圧を維持したまま冷却して製品タイヤを製造することができる。
【００３６】
　［第２実施形態］
　第２実施形態では、本発明に係るタイヤの製造方法が備えうるベルト層８の形成工程に
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ついて説明する。第２実施形態は、形成物がベルト層８であることと、その装置構成が以
下の通りの構成である他は、第１実施形態と略同様の構成・作用であるので、相違点のみ
説明し、共通の説明は省略する。
【００３７】
　第２実施形態では、図９に示すように、１列又は複数列のコード材１２ａを未加硫ゴム
１２ｂで被覆した線状又は帯状のトッピングコード１２（前記ベルト用連続体に相当する
。）が使用される。コード材１２ａとしては、ポリエステル、レーヨン、ナイロン等の有
機繊維やスチール等の金属線材が好適に使用される。未加硫ゴム１２ｂとしては、サイド
ウォールゴム等の他のゴム材料との接着性等を考慮した材料が適宜選択される。トッピン
グコード１２の幅寸法は適宜選択されるが、好ましくは５～３０ｍｍである。
【００３８】
　このようなトッピングコード１２は、例えば、図１０に示すような装置で製造すること
ができる。図１０に示す装置は、図５に示す押出機２２にコード材１２ａを送り出す複数
のリール２１を付加した構成であり、平行に配列した複数のコード材１２ａを押出ヘッド
２３が未加硫ゴム１２ｂで被覆しつつ帯状（リボン状）に押出成形する。
【００３９】
　トッピングコード１２の被形成面１８への巻き付けは、図１１（ａ）、（ｂ）に示すよ
うに、環状中子１４の回転量との関係におけるガイド部１７の経路部１６に沿った移動量
を制御し、コード材１２ａがタイヤ周方向に対して所定の角度に傾斜するように配置する
。そして、図１１（ｃ）の段階でトッピングコード１２を切断する。その後、環状中子１
４を逆回転または１回転させて、ガイド部１７を図１１（ａ）の位置に戻す。このとき、
次に巻き付けを行うトッピングコード１２を、既に巻き付けたトッピングコード１２に並
設させるように、巻き付け開始位置をトッピングコード１２の幅分だけタイヤ周方向にず
らした位置とする。上記のような巻き付け動作を繰り返すことにより、タイヤ周方向にわ
たってベルト層８を形成することができる。
【００４０】
　トッピングコード１２の切断は、例えばベルトカッターのような切断機構を設けること
により行うことができる。当該切断機構は、環状中子１４の回転またはガイド部１７の移
動との関係において、適正なタイミングで切断を行うように制御される。切断のタイミン
グは、上述のように巻き付けが略終わった段階でもよいが、巻き付け開始前に予め所定の
長さに切断しておくものでもよい。切断機構は、ガイド装置１５に設けられるものでもよ
いが、押出機２２から押し出しされたトッピングコード１２を直接巻き付ける場合は、ガ
イド装置１５の上流側に設けられるものでもよい。なお、切断機構は、第１実施形態にお
いて、ゴム層の形成後にも使用することができる。
【００４１】
　また、ベルト層８の外周側に、トッピングコード１２をタイヤ周方向に巻き付けること
で、ベルト補強層を形成することもできる。
【００４２】
　［第３実施形態］
　第３実施形態では、カーカス層７を形成する方法について説明する。当該カーカス層７
の形成工程は、前述のゴム層の形成工程の前工程または後工程として、若しくは前述のベ
ルト層の形成工程の前工程として、本発明に係るタイヤの製造方法が備えるものである。
【００４３】
　カーカス層７の形成には、１列又は複数列のカーカス用コード材を未加硫ゴムで被覆し
た線状又は帯状のトッピングコード４２（前記カーカス用連続体に相当する。）が使用さ
れ、例えば、図９に示す装置によって上記のトッピングコード１２と同様に製造すること
ができる。カーカス用コード材としてはポリエステル、レーヨン、ナイロン等の有機繊維
やスチール等の金属線材が好適に使用される。トッピングコード４２は、カーカス層７の
被形成面、例えば、第１実施形態の方法により環状中子１４の表面に形成されたインナー
ライナ層５の外面に対して、カーカス用コード材が略タイヤ半径方向に配置されるように
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巻き付けられる。
【００４４】
　カーカス層７は、ゴム層やベルト層の形成に使用する前述の装置と別個の装置により形
成するものでもよく、または同じ装置により形成するものでもよい。別個の装置を用いる
場合、例えば、特開２００１－１７１０１４に開示される装置を使用することができる。
一方、上述の装置構成を用いてカーカス層７を形成する場合、経路部１６は前述の実施形
態のように環状である必要がある。また、トッピングコード４２を略タイヤ半径方向に巻
き付けるため、ガイド部１７が９０°回動可能に構成されているものが好ましく、更に、
環状中子１４には、後述する巻き付けたトッピングコード４２の切断が容易になるように
、図１２に示すような切断用溝１４ｂが内周側中央に設けられているものが好ましい。
【００４５】
　カーカス層７の形成は、まず、図１２（ａ）に示すように、トッピングコード４２をカ
ーカス層７の被形成面（インナーライナ層５の外面）上に、カーカス用コード材が略タイ
ヤ半径方向に配置されるように、ビード部１間のタイヤ外周側ＴＯとタイヤ内周側ＴＩと
を順次経由して繰り返し巻き付ける。その際、ガイド部１７を経路部１６に沿って環状に
移動させながら、環状中子１４をタイヤ回転方向Ｒに移動させる。トッピングコード４２
を巻き付けた後、図１２（ｂ）に示すように、ビード材４３をビード部１に配置し、ビー
ド部１間のタイヤ内周側ＴＩのトッピングコード４２をカーカス層７の折り返し部７ａを
残して、環状中子１４の切断用溝１４ｂの部分で切断する。ビード材４３としては、ビー
ドフィラー層６やビードワイヤ９、またはビード周りの補強層（図示省略）などが適宜用
いられる。ビードフィラー層６やビード周りの補強層などは、第１実施形態の方法を用い
て形成してもよく、適当な部材を配置するものでもよい。なお、ビード材４３の配置は、
上記の切断前および切断後のどちらでも構わないが、切断後のカーカス層７および折り返
し部７ａの位置ずれ等を防止するために切断前に配置する方が好ましい。次いで、図１２
（ｃ）に示すように、配置したビード材４３に対して折り返し部７ａをタイヤ外側に折り
返すことでカーカス層７が形成される。
【００４６】
　本発明に係るタイヤの製造方法は、上述のように同一の装置を用いてカーカス層７およ
びカーカス層７以外のゴム層やベルト層を形成する工程を備えるものが好ましい。これに
より、上述の方法によりインナーライナ層５を形成した後、そのインナーライナ層５の外
面をカーカス層７の被形成面として、効率的に形成することができる。更に、形成したカ
ーカス層７の外面をサイドウォール層３やベルト層８の被形成面として、上述の方法によ
りサイドウォール層３やベルト層８を形成することができ、同じ装置で連続工程により生
タイヤを形成することができる。
【００４７】
　［他の実施形態］
　以下、本発明の他の実施の形態について説明する。
【００４８】
　（１）前述の実施例では、環状中子１４を回転駆動させる例を示したが、本発明では、
環状中子１４をガイド装置１５に対してタイヤ回転方向Ｒに相対移動させればよいため、
ガイド装置１５をタイヤ周方向に移動させるものでもよい。
【００４９】
　（２）前述の実施形態では、ガイド装置１５が単数のガイド部１７を備える例を示した
が、図３に点線で示すように、複数のガイド部１７がガイド装置１５に設けられるもので
もよい。その場合、複数のガイド部１７は各々が互いに干渉しないように制御される。こ
れにより、例えば、ゴム層の種類別にガイド部１７を設けることで、ゴム材料を変更する
段取替えなどを省略することができる。または、踏面部やタイヤサイドにそれぞれガイド
部１７を設けることで、例えば、タイヤ両サイドのサイドウォール層３を同時形成するこ
とができ、生産性を高めることができる。
【００５０】
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　（３）前述の実施形態では、ベルト層８を形成する際、経路部１６をタイヤ子午線方向
に対して略平行に配置する例を示したが、本発明では、経路部１６をタイヤ子午線方向に
対して傾斜させて配置してもよい。その際、傾斜させる方向はコード材１２ａが配置され
る角度に近付けるように行う。これにより、巻き付け時における環状中子１４の回転量を
抑制することができ、ガイド精度を向上することができる。
【００５１】
　また、環状中子１４の回転方向に関係なく、トッピングコード１２の巻き付けを行うも
のが好ましい。これによると、図１１（ｃ）の状態において、次に巻き付けを行うトッピ
ングコード１２を、環状中子１４を逆方向に回転させながら、既に巻き付けたトッピング
コード１２に並設させて巻き付けることができるため、ベルト層８を効率的に形成するこ
とができる。このように往復動での巻き付けを行う場合、トッピングコード１２を最終的
にガイドする押さえローラ２０を、タイヤ周方向の両側に設ければよい。
【００５２】
　（４）本発明において用いられるガイド装置の経路部およびガイド部などの構成は、上
記実施例で示したものに限られない。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】タイヤの一例を示す子午線断面図
【図２】本発明のゴム層の形成方法を説明するための概略斜視図
【図３】本発明のゴム層の形成方法に使用される装置の一例を示す正面図
【図４】本発明のゴム層の形成方法に使用される装置の一例を示す側面視拡大図
【図５】本発明で使用されるゴムリボンの製造装置の一例を示す斜視図
【図６】本発明で使用されるガイド装置の一例を示す側面視断面図
【図７】本発明の別形態を説明するための概略斜視図
【図８】本発明の別形態を説明するための側面視拡大図
【図９】本発明で使用されるトッピングコードの一例を示す断面図
【図１０】本発明で使用されるトッピングコードの製造装置の一例を示す斜視図
【図１１】本発明のベルト層の形成方法を説明するための概略平面図
【図１２】カーカス層の形成方法を説明するための断面図
【符号の説明】
【００５４】
　１　　　ビード部
　３　　　サイドウォール層
　５　　　インナーライナ層
　７　　　カーカス層
　８　　　ベルト層
　１０　　ボビン
　１１　　ゴムリボン
　１２　　トッピングコード
　１４　　環状中子
　１５　　ガイド装置
　１６　　経路部
　１７　　ガイド部
　１８　　被形成面
　２０　　押さえローラ
　３４　　支持部材
　３６　　ゴムストリップ
　４２　　トッピングコード
　Ｒ　　　タイヤ回転方向
　Ｔ　　　タイヤ
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　ＴＩ　　タイヤ内周側
　ＴＯ　　タイヤ外周側

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】

【図９】



(13) JP 4468005 B2 2010.5.26

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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